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1.  22年11月期の連結業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

（注）１．平成22年11月期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値及びこれに係る対前期増減率については記載しておりません。 
２．平成22年11月期より連結財務諸表を作成しているため、自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率の算出にあたり、期首自己資本及び期首総資
産の数値は個別ベースの数値を利用しております。 

(2) 連結財政状態 

（注）平成22年11月期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値については記載しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

（注）平成22年11月期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値については記載しておりません。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年11月期 13,169 ― △2,425 ― △2,294 ― △3,587 ―
21年11月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年11月期 △123.99 ― △58.9 △21.6 △18.4
21年11月期 ― ― ― ― ―
（参考） 持分法投資損益 22年11月期  ―百万円 21年11月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年11月期 10,626 6,087 57.3 210.39
21年11月期 ― ― ― ―
（参考） 自己資本   22年11月期  6,087百万円 21年11月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年11月期 △1,430 5,011 △86 3,660
21年11月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
22年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
23年11月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年11月期の連結業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

5,895 △15.8 △1,331 ― △1,300 ― △1,659 ― △57.33

通期 12,300 △6.6 △2,153 ― △2,091 ― △2,523 ― △87.19
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

（注）当社は、平成22年１月15日よりＬＶＣ ＪＰ株式会社を連結子会社とし、連結決算による開示に変更しております。 
なお、ＬＶＣ ＪＰ株式会社は開示府令第19条第10項に規定する特定子会社に該当いたしません。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変
更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年11月期 28,952,000株 21年11月期 28,952,000株
② 期末自己株式数 22年11月期  15,435株 21年11月期  15,140株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年11月期の個別業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年11月期 13,021 △24.0 △2,375 ― △2,290 ― △3,548 ―
21年11月期 17,134 △27.9 △687 ― △541 ― △547 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年11月期 △122.64 ―
21年11月期 △18.93 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年11月期 10,289 6,127 59.5 211.74
21年11月期 13,577 9,675 71.3 334.38
（参考） 自己資本 22年11月期  6,127百万円 21年11月期  9,675百万円

2.  23年11月期の個別業績予想（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
（その他特記事項） 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表及び個別財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

5,755 △17.7 △1,342 ― △1,311 ― △1,665 ― △57.53

通期 12,005 △7.8 △2,175 ― △2,113 ― △2,536 ― △87.64
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(1) 経営成績に関する分析 

 ①当期の経営成績  

当期における我が国経済は、企業収益の一部改善等景気の回復の兆しが見られたものの雇用情勢は相変わらず厳し

く、景気の先行き不安から個人消費が伸び悩みました。 

ジーンズカジュアル業界におきましては、デニム離れの傾向が依然として続き、消費者の購買意欲が低調な中で低価

格でより品質の優れた商品を求める消費者動向が見られ小売店の競争は激化しました。 

このような事業環境のなかで、当連結会計期間おける弊社の売上高は131億69百万円となりました。弊社の主要顧客で

ある大手ジーンズチェーン店の店頭売上の不振が起因で卸売チャネルの売上が著しく減少しました。その一方でリーバ

イスストア、リーバイスファクトリーアウトレットの新規出店に尽力しました。リーバイスファクトリーアウトレット

は既存店の売上が伸び悩んだものの昨年並みの売上を確保し、リーバイスストアは新店効果もあり前期比で売上が増加

したため、弊社直営等の小売店舗における売上が昨年度と比較して増加しました。しかしながら、計画通りに出店をす

すめるまでには至らなかったことや既存店の売上が減少したため、全体の売上を牽引するまでには至りませんでした。 

また、平成22年1月にグロ－バルのプレミアム商品の拡販のためＬＶＣ ＪＰ株式会社を設立しました。事業の立ち上

がりであり事業規模が小規模であることから、当連結会計期間に与える影響は軽微なものとなりました。 

販売費及び一般管理費は、経費全般にわたり徹底的に節減するとともに、過年度より進めてきた組織の合理化の結果

として人件費が大きく削減できましたが、新規出店に伴い小売店舗の経費が増加し一部相殺される結果となりました。 

しかしながら、売上の減少に伴う売上総利益の落ち込みが著しく、営業損失が24億25百万円、経常損失が22億94百万

円となりました。 

また、今後の不透明な事業の見通しを慎重に検討した結果、繰延税金資産を全額取り崩しました。その結果、法人税

等調整額が11億69百万円発生し、当期純損失は35億87百万円となりました。  

    

 ②次期の見通し 

 来年度におきましても引き続き厳しい事業環境が予測されますが、消費者に魅力ある商品が提供できるよう商品力の

強化とともにマ－ケティングを強化し商品の良さが十分に伝わるように広告宣伝に注力いたします。また、市場在庫の

適正化を徹底的に行い実行するために販売店への販売を十分にコントロールします。その結果として売上高は減少しま

すが、弊社内では経費の節減とともに継続的に組織の効率化、合理化をすすめてまいります。販売費及び一般管理費の

全般的な見直し、販売拠点を含めた全社的な組織体制の抜本的な見直し、組織に対応した適正規模の本社移転及び地方

事務所の統廃合による経費削減、効率的な事業運営のための組織の合理化、商品配送センタ－の有効活用による経費削

減など、無駄を廃し効率的かつ合理的な事業運営を徹底的にすすめてまいります。 

 次期の通期予測については、売上高は当連結会計年度比6.6％減の123億円、営業損失、経常損失は当期並みの21億53

百万円、20億91百万円、当期純損失は25億23百万円程度を見込んでいます。 

  

１．経営成績
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 (2) 財政状態に関する分析 

 ①資産、負債および純資産の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末の資産の残高は106億26百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金36億60百万

円、商品及び製品23億34百万円、有形固定資産21億21百万円、売掛金15億90百万円であります。  

 （負債） 

 当連結会計年度末の負債の残高は45億38百万円となりました。その主な内訳は、買掛金21億84百万円、未払金８

億50百万円、未払費用４億85百万円、返品調整引当金３億97百万円であります。 

 （純資産） 

 当連結会計年度末の純資産の残高は60億87百万円となりました。その主な内訳は、資本金52億13百万円、資本準

備金15億41百万円であります。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、36億60百万となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

 営業活動の結果支出した資金は14億30百万円となりました。これは主として、23億52百万円の税金等調整前当期

純損失に対して、仕入債務７億28百万円の増加および売上債権３億58百万円の減少等により資金が増加したもの

の、棚卸資産３億13百万円の増加等により資金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

 投資活動の結果得られた資金は50億11百万円となりました。これは主として、短期貸付金の回収による51億76百

万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

 財務活動の結果支出した資金は86百万円となりました。これは主として、ファイナンス・リース債務85百万円の

支払によるものであります。 

  

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

  常に業績向上を目指し、会社が将来必要とする内部留保を正しく評価留保したのち、キャッシュ・フローの許容

できる範囲内の利益を配当として株主に還元することを基本方針としています。内部留保については、設備投資

等、経営基盤の安定とその拡大に対応した利用を図っていきます。 

 なお、当連結会計年度の剰余金の配当につきましては、会社法に規定する配当可能利益がございませんので当初

の予測どおり無配とさせて頂きます。 

 また、次期も当期並みの厳しい業績を予測しており引き続き配当は予定しておりません。 

  

 (4) 事業等のリスク 

  当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は、以下のようなものがあります。なお、当

社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避または発生した場合の対応に努める所存です。 

  なお、文中の将来に関する事項は、平成22年11月期決算短信提出日現在において当社が判断したものでありま

す。 

  ①当社の製品は、主としてアジア地区にある協力工場により生産しております。同地区で発生した自然災害等

により、これら製品の一部の納期が大幅に遅れたり、状況によっては納品がキャンセルされ、売上に影響をもたら

す可能性があります。 

  ②市場の需要を的確に予測し、適正在庫管理を行い店頭には消費者が望む商品がある状況が必要ですが、季節

要因や急激なファッションの動向の変化により在庫不足または過剰在庫が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  ③業務の効率化および健全化を図るため、返品およびその他売上調整金の大幅な軽減を推進しておりますが、

その過程において全体の取引量が減額する可能性があります。 

  ④商品作りにおいて消費者を充分満足できない状況並びにそれをサポ－トすべきマ－ケティング活動がうまく

機能しない場合、売上高と利益に影響を与えます。  
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〔事業系統図〕 

 
  

２．企業集団の状況
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(1)会社の経営の基本方針 

  ビジネスの中核となるリーバイスブランドにおいては伝統を重視しつつ、高品質かつ革新的なジーンズを主力とし

たカジュアルアパレル商品を市場に提供し、ブランドの価値を一層高めるために努力します。また、そうした商品

が国内の消費者にとって真に魅力があり、デザイン、品質ともに高い満足を与えることを追求します。   

・ ジーンズカジュアル市場において、リーバイスは“プレミアムブランド”として、付加価値が高く革新的な商品

を提供していきます。これによって、同市場でのマーケットリーダーとしての位置を確保・維持できるよう努め

ます。 

・ ブランドの価値を最大限高めるための、適切なマーケティング活動を実践します。消費者のブランド好意度につ

いては、常にトップブランドとしてのポジションを確保し、その矜持を維持していきます。 

・ リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーのグローバルネットワークを、商品の企画、生産などに活用してい

きます。世界各地域の関係会社との技術交換、情報交換及び商品の共同開発を推進します。 

・ 生産・加工を委託するビジネスパートナーに対して、労働条件、環境保護などに関して厳格な契約条件を設定す

ることによって、グローバル企業としての行動基準を明確にし、それを遵守していきます。 

・ 取引先との強力な信頼関係の構築が必須と考えております。商品はもとより、店頭プレゼンテーションの更なる

改善、また密なるコミュニケーションを通してリーバイス商品が取引先にとっても最重要商品となるよう努力い

たします。 

・ 良き企業市民であることを目指し、法令の遵守はもとより社会貢献活動に力を注いでいきます。 

・ 会社の重大な資産である「人材」については、目標及び責任を明確にした人事評価を基に、効果的な社内教育の

実施及び組織の構築を図ります。 

・ リーバイスブランドの最新情報を発信し消費者とブランドの双方向のコミュニケーションの場であるリーバイス

ストアの拡大にも努力いたします。 

   

(2) 目標とする経営指標 

 目標とする経営指標としては、売上高経常利益率とキャッシュ・フローを重視します。 

 革新的かつ付加価値の高い商品の開発・販売及び効率的な原材料の調達、販売費一般管理費の厳格な管理を継続

的に推進し、十分な売上高経常利益率を確保していきます。 

  

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

  中長期的な経営戦略としては、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーが持つグローバルな情報力及び企画

力を利用し、常に革新的な商品を市場に送り出し、各世代の幅広い消費者層の支持を確保しつつ、リーバイスブラ

ンドの価値を向上させていきます。そのため、商品開発力の更なる強化を実施し、ビジネスの基盤であるメンズボ

トムスに加えて、レディースボトムス及びメンズ、レディーストップスの商品を強化することによって、リーバイ

スブランドでのトータルコーディネーションを可能としていきます。また、アパレル市場の活性化を一段と高める

ため既存のジーンズ分野以外の新規カテゴリーにも積極的に挑戦していきます。 

 「リーバイスストア」を含む小売店頭でのプレゼンテーションの改善にも、継続的に取り組んでいき、「リーバ

イスストア」の新規展開を継続していきます。 

  また、常に市場在庫の適正化を実現できるように消費者への販売動向を意識して販売市場に最善な提案をしてい

きます。 

 商品の生産についても、サプライチェーンの更なる改善を図り、新商品のより迅速な消費者への提供を目指しま

す。同時に、生産資材調達の合理化や生産効率の向上によって、より高い利益率を確保します。 

 会社の重要な資産である人材については、引き続き市場の変化や要求に迅速に対応できるための能力の習得をサ

ポートし、適材適所への人員配置を通じて、組織の強化と強固なチームワークの構築に取組みます。最適な規模で

効率的な事業運営が行なえるように適正規模の組織編制、人的資源により経費を徹底的に節減いたします。 

 こうした様々な施策を通して、継続的な収益性のある成長及びキャッシュ・フローを重視し、重要な経営指標で

ある売上高経常利益率を確保していくよう最善を尽くしていきます。 

  

３．経営方針
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(4) 会社の対処すべき課題 

  短期的には、市場の落ち込みのなか業績が連続して下落している状況でいかに早く利益を生み出す体制づくりを

構築するかが課題です。なお、現在の不透明な経済状況の中で、コアビジネスであるメンズボトムスのマーケット

シェアの維持・拡大を最優先課題としております。これに加え、大きなポテンシャルを秘めているレディースボト

ムス及びメンズ、レディーストップス分野の売上を伸長させるために、市場の変化により早く対応できる商品開

発、並びにサプライチェーンの更なる構築が必須になります。また、新規カテゴリーの開拓、それに伴う商品の需

要予測の精度向上、在庫管理の最適化、返品、値引等の軽減を図る必要があります。主要取引先との業務提携の強

化並びに投資を含めて、今後の重要課題として対処していきます。  
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(平成22年11月30日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 3,660

売掛金 1,590

商品及び製品 2,334

原材料及び貯蔵品 59

前払費用 41

未収消費税等 279

未収入金 ※1  31

貸倒引当金 △1

流動資産合計 7,996

固定資産  

有形固定資産  

建物 2,987

減価償却累計額 △1,856

建物（純額） 1,130

機械及び装置 408

減価償却累計額 △378

機械及び装置（純額） 30

車両運搬具 16

減価償却累計額 △16

車両運搬具（純額） 0

工具、器具及び備品 618

減価償却累計額 △467

工具、器具及び備品（純額） 150

土地 809

有形固定資産合計 2,121

無形固定資産  

電話加入権 12

ソフトウエア 87

無形固定資産合計 100

投資その他の資産  

敷金及び保証金 407

投資その他の資産合計 407

固定資産合計 2,629

資産合計 10,626
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（単位：百万円）

当連結会計年度 
(平成22年11月30日) 

負債の部  

流動負債  

買掛金 2,184

未払金 ※1  850

未払費用 485

リース債務 78

未払法人税等 75

預り金 126

返品調整引当金 397

流動負債合計 4,197

固定負債  

リース債務 117

退職給付引当金 198

役員退職慰労引当金 23

固定負債合計 340

負債合計 4,538

純資産の部  

株主資本  

資本金 5,213

資本剰余金  

資本準備金 1,541

資本剰余金合計 1,541

利益剰余金  

利益準備金 1,303

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金 △1,950

利益剰余金合計 △646

自己株式 △20

株主資本合計 6,087

純資産合計 6,087

負債純資産合計 10,626
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 13,169

売上原価  

製品売上原価 7,373

支払ロイヤリティ ※3  1,041

売上原価 ※1  8,414

売上総利益 4,754

返品調整引当金繰入額 177

差引売上総利益 4,576

販売費及び一般管理費 ※2  7,002

営業損失（△） △2,425

営業外収益  

受取利息 3

為替差益 5

雑収入 121

営業外収益合計 131

営業外費用  

支払利息 0

営業外費用合計 0

経常損失（△） △2,294

特別利益  

貸倒引当金戻入額 27

特別利益合計 27

特別損失  

固定資産除却損 ※4  22

特別退職金 54

減損損失 9

特別損失合計 86

税金等調整前当期純損失（△） △2,352

法人税、住民税及び事業税 65

法人税等調整額 1,169

法人税等合計 1,235

当期純損失（△） △3,587
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 5,213

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 5,213

資本剰余金  

前期末残高 1,541

当期変動額  

当期変動額合計 －

当期末残高 1,541

利益剰余金  

前期末残高 2,940

当期変動額  

当期純損失（△） △3,587

当期変動額合計 △3,587

当期末残高 △646

自己株式  

前期末残高 △20

当期変動額  

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 △0

当期末残高 △20

株主資本合計  

前期末残高 9,675

当期変動額  

当期純損失（△） △3,587

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 △3,587

当期末残高 6,087

純資産合計  

前期末残高 9,675

当期変動額  

当期純損失（△） △3,587

自己株式の取得 △0

当期変動額合計 △3,587

当期末残高 6,087
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純損失（△） △2,352

減価償却費 319

退職給付引当金の増減額（△は減少） △62

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27

返品調整引当金の増減額（△は減少） 177

受取利息 △3

支払利息 0

為替差損益（△は益） △5

雑収入 △121

有形固定資産除売却損益（△は益） 22

減損損失 9

特別退職金 54

売上債権の増減額（△は増加） 358

たな卸資産の増減額（△は増加） △313

仕入債務の増減額（△は減少） 728

未払費用の増減額（△は減少） 195

未払金の増減額（△は減少） △114

未収消費税等の増減額（△は増加） △267

その他 47

小計 △1,349

利息の受取額 3

利息の支払額 △0

特別退職金の支払額 △230

法人税等の支払額 △16

法人税等の還付額 162

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,430

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △140

無形固定資産の取得による支出 △5

短期貸付金の増減額（△は増加） 5,176

敷金の差入による支出 △30

敷金の回収による収入 11

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,011

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △0

リース債務の返済による支出 △85

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △86
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（単位：百万円）

当連結会計年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,495

現金及び現金同等物の期首残高 164

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,660
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  該当事項はありません。 

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
当連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数 １社  

    連結子会社の名称 

    ＬＶＣ ＪＰ株式会社  

（２）連結の範囲の変更  

当連結会計期間より、ＬＶＣ ＪＰ株式会

社を新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。   

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。  

   

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。  

  

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(１）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① たな卸資産 

商品及び製品、原材料は、先入先出法

による原価法(貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)

により評価しております。     

(２）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産  

  定額法によっています。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。 

  建物   ３年～38年 

  器具備品 ２年～20年 

    また、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。  

  ② 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

  社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。   
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当連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

(３）重要な引当金の計上

基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。  

  ②返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、従来の

返品発生比率並びに季節商品販売の特

性等を勘案し、当連結会計年度の売上

高に見込まれる返品額に対する販売利

益の見積額を計上しております。   

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。なお、数理計算上の差異は

各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしておりま

す。 

（会計処理の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業損失、経常損

失及び税金等調整前当期純損失に与え

る影響はありません。   

  ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく要支給額を計上して

おります。 

  ⑤役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当連結会計期

間負担額を計上しております。 

なお、金額の重要性を考慮し未払費用

に含めて計上しております。  

(４）外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算基

準 

外貨建債権・債務については関連会社

との間で締結している「固定外国為替

レート契約」に基づき本年度の決済レ

ートにより換算しております。 

(５）その他連結財務諸表

作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。   
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当連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

５．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

（連結の範囲に関する事項） 

当連結会計期間より、ＬＶＣ ＪＰ株式会社を新たに設立

したため、連結の範囲に含めております。 

また、当連結会計期間より、「連結財務諸表における子会

社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第22号 平成20年５月13日）を適用し、新

たにＬＶＣ ＪＰ株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。 

（会計処理の変更） 

 当連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及

び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第22号 平成20年５月13日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当連結会計期間は、営業損失が49百万円、

経常損失及び税金等調整前当期純損失が３百万円増加して

おります。  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度 
（平成22年11月30日） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

   

未収入金 百万円 16

未払金 百万円 301

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

  下による簿価切下げ額    

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

※３ 関係会社に係る注記 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

   

売上原価 214百万円

(1）給与・手当 百万円2,133

(2）臨時社員給与  258

(3）退職給付費用  52

(4）役員退職慰労引当金繰入額  5

(5）広告宣伝費  931

(6）減価償却費  316

(7）家賃及び賃借料  819

(8）支払手数料  1,286

(9）貸倒引当金繰入額  －

支払ロイヤリティー 百万円1,041

ソフトウェア開発費等  87

仕入高  1

建物 百万円0

機械装置 百万円18

器具備品 百万円4

計 百万円22
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 当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び総数に関する事項 

（注）１．平成22年11月期より連結財務諸表を作成しているため、「前連結会計年度末株式数」欄は、提出会社の前事

業年度末の株式数を記載しております。 

    ２．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

  

 2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額等 

  該当事項はありません。 

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。  

  

  

  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  28,952,000  －  －  28,952,000

合計  28,952,000  －  －  28,952,000

自己株式         

普通株式  15,140  295  －  15,435

合計  15,140  295  －  15,435

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

              （平成22年11月30日現在）

                    （百万円）  

  

現金及び預金勘定 3,660

現金及び現金同等物 3,660

（リース取引関係）

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

  （ア）無形固定資産 

     ソフトウェアがあります。 

  ②リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４.会計処理基準に関する事項（２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 
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当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については余裕資金をもって行い、安全性の高い金融資産で運用しておりま

す。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク  

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、定期的に取引先の信

用状況に基づき与信限度額の見直しを行なっております。 

②市場リスク（為替や市場価格等の変動リスク）の管理 

 関係会社からの製品仕入につきましては、為替リスクを排除するために原則、円建仕入としておりま

す。 

また、外貨建債権・債務については関連会社との間で締結している「固定外国為替レート契約」に基づ

き変動リスクをヘッジしております。  

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。  

    (*1) 売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。 

    (*2) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項 

（１）現金及び預金、（２）売掛金、並びに(３）買掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

デリバティブ取引 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

   

  （追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

（金融商品関係）

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（１）現金及び預金  3,660 3,660 －

（２）売掛金 1,590      －

   貸倒引当金(*1) △1 －

  1,588 1,588 －

（３）買掛金(*2) (2,184) (2,184) －

  １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円）  

５年超 
（百万円） 

現金及び預金  3,660 － －

売掛金  1,590 － －

合計 5,250 － －
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当連結会計年度（平成22年11月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。また従業員の退職等に際して割増退

職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  
当連結会計年度 

（平成22年11月30日） 

(1） 退職給付債務（百万円）  △752

(2） 年金資産（百万円）  509

(3） 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2)  △243

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円）  44

(5） 連結貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4) 
 △198

(6） 退職給付引当金（百万円）  △198

  
当連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

退職給付費用（百万円） 

(1)＋(2)＋(3)＋(4) 
 66

(1）勤務費用（百万円）  72

(2）利息費用（百万円）  13

(3）期待運用収益（百万円）  △11

(4）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
 △8

  
当連結会計年度 

（平成22年11月30日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

(2）割引率（％）  1.3

(3）期待運用収益率（％）  1.6

(4）数理計算上の差異の処理年数（年）  5
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該当事項はありません。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

たな卸資産評価損 百万円136

ソフトウェア  28

広告宣伝費用  42

未払賞与  6

退職給付引当金  80

事業税  6

返品調整引当金  161

未確定経費  287

減損損失  6

貸倒引当金  0

繰越欠損金  1,366

その他  7

繰延税金資産小計  2,130

評価性引当金  △2,130

繰延税金資産計  0

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

 評価性引当金  △90.6

 住民税均等割  △1.3

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

 △0.4

 その他  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 △52.5

（賃貸等不動産関係）
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当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

当社グループの事業は、ジーンズ製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はあり

ません。 

  

当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

    海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

 １.関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

  （注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の

上決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基

づき決定しております。 

４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度において連結上、債務超過の状態にあ

ります。2010年11月期末におきましては、当決算短信発表時において決算は最終確定しておりません。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の関係 
  

取引の内容
取引金額 
（百万円） 科目

期末残高
（百万円）

親会社 

リーバイ・

ストラウ

ス・アン

ド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

 373
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

直接 83.8

ライセンス

契約 

ソフトウェ

ア開発等及

び製品仕入 

役員の兼任 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
 1,041 未払金 279

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

 87 未払金 22

製品の仕入  1 買掛金 －
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその関係会社の子会社等 

   （注）１. 上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファ 

       イナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及 

       び貸付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

       上記のとおり、期末現在において残高はありません。 

     ２. 製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

     ３. コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミ 

       テッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決 

       定しております。 

  

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

 リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニー（当該親会社はその発行する有価証券を金融商品取引所に上

場しておりません。） 

（２）重要な関連会社の要約財務情報 

   該当事項ありません。 

  

 当連結会計年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

   該当事項はありません。  

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 資本金又

は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の関係 
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

同一の

親会社

を持つ

会社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

 

百万米ドル 

12 投資・金

融 
－ 資金運用 

資金の貸付 

受取利息 

 

 

1,389

3
短期貸付金 －

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・グローバ

ルトレーディ

ングカンパニ

ー 

香港 
 

千香港ドル 

10
製品製造 －

製品仕入 

  
製品の仕入  3,674 買掛金 1,268

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

 

千SGドル 

10 地域統括

管理業務 
－

製品仕入 

コンサルタ

ント業務等 

役員の兼任 

製品の仕入  724 買掛金 100

コンサルタ

ント費用等 
 590

未払金 
短期リース債務 
長期リース債務 

238

78

117

同上 
エルヴィシ

ー・ビーヴィ 

オランダ

アムステ

ルダム 

 

千ユーロ 

18 地域統括

管理業務 
－ 製品仕入 製品の仕入  783 買掛金 515

（企業結合等関係）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１株当たり純資産額 円 210.39

１株当たり当期純損失(△) 円 △123.99

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
当連結会計年度 

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当期純損失(△)（百万円）  △3,587

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －

普通株式に係る当期純損失(△)（百万

円） 
 △3,587

期中平均株式数（株）  28,936,732

（重要な後発事象）

当連結会計年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

 当連結会計年度末より経営合理化の一環として、一定条

件を満たす社員を対象に希望退職者を募った後、平成22年

12月より退職勧奨により人員の削減を進めております。今

後これにより、退職を決定した社員に対して退職後に順次

割増退職金を支払いますが、その影響額は１億50百万円程

度と見込まれます。  
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年11月30日) 

当事業年度 
(平成22年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 164 3,235

売掛金 1,948 ※1  1,594

商品及び製品 1,827 2,405

原材料及び貯蔵品 253 59

前渡金 4 －

前払費用 67 41

繰延税金資産 502 －

未収還付法人税等 123 －

未収消費税等 12 279

未収入金 26 ※1  47

短期貸付金 5,176 －

貸倒引当金 △29 △1

流動資産合計 10,078 7,663

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,939 2,987

減価償却累計額 △1,752 △1,856

建物（純額） 1,187 1,130

機械及び装置 1,185 408

減価償却累計額 △1,124 △378

機械及び装置（純額） 60 30

車両運搬具 16 16

減価償却累計額 △16 △16

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 627 617

減価償却累計額 △528 △467

工具、器具及び備品（純額） 99 149

土地 809 809

建設仮勘定 34 －

有形固定資産合計 2,191 2,120

無形固定資産   

電話加入権 12 12

ソフトウエア 238 87

無形固定資産合計 251 100

投資その他の資産   

敷金及び保証金 388 405

関係会社株式  0

繰延税金資産 667 －
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年11月30日) 

当事業年度 
(平成22年11月30日) 

投資その他の資産合計 1,056 405

固定資産合計 3,498 2,626

資産合計 13,577 10,289

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  1,455 ※1  1,856

未払金 ※1  1,215 ※1  850

未払費用 289 476

リース債務 85 78

未払法人税等 － 39

預り金 154 126

返品調整引当金 219 393

流動負債合計 3,419 3,822

固定負債   

リース債務 202 117

退職給付引当金 261 198

役員退職慰労引当金 17 23

固定負債合計 481 340

負債合計 3,901 4,162

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金 1,541 1,541

資本剰余金合計 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,637 △1,911

利益剰余金合計 2,940 △607

自己株式 △20 △20

株主資本合計 9,675 6,127

純資産合計 9,675 6,127

負債純資産合計 13,577 10,289
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 17,134 13,021

売上原価   

製品期首たな卸高 2,293 1,827

当期製品製造原価 8,747 7,840

合計 11,041 9,668

製品期末たな卸高 1,827 2,405

製品売上原価 ※1  9,213 ※1  7,262

支払ロイヤリティ ※3  1,370 ※3  1,041

売上原価合計 10,584 8,303

売上総利益 6,550 4,718

返品調整引当金繰入額 △143 174

差引売上総利益 6,693 4,544

販売費及び一般管理費 ※2  7,381 ※2  6,919

営業損失（△） △687 △2,375

営業外収益   

受取利息 17 3

為替差益 24 5

雑収入 104 74

営業外収益合計 146 84

営業外費用   

支払利息 0 0

営業外費用合計 0 0

経常損失（△） △541 △2,290

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 27

特別利益合計 － 27

特別損失   

固定資産除却損 1 ※4  22

特別退職金 297 54

減損損失 － 9

特別損失合計 299 86

税引前当期純損失（△） △841 △2,349

法人税、住民税及び事業税 30 29

過年度法人税等 13 －

法人税等調整額 △336 1,169

法人税等合計 △293 1,199

当期純損失（△） △547 △3,548
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,213 5,213

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,213 5,213

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

資本剰余金合計   

前期末残高 1,541 1,541

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,541 1,541

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,303 1,303

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,303 1,303

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,764 1,637

当期変動額   

剰余金の配当 △578 －

当期純損失（△） △547 △3,548

当期変動額合計 △1,126 △3,548

当期末残高 1,637 △1,911

利益剰余金合計   

前期末残高 4,067 2,940

当期変動額   

剰余金の配当 △578 －

当期純損失（△） △547 △3,548

当期変動額合計 △1,126 △3,548

当期末残高 2,940 △607

自己株式   

前期末残高 △19 △20
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △20 △20

株主資本合計   

前期末残高 10,803 9,675

当期変動額   

剰余金の配当 △578 －

当期純損失（△） △547 △3,548

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,127 △3,548

当期末残高 9,675 6,127

純資産合計   

前期末残高 10,803 9,675

当期変動額   

剰余金の配当 △578 －

当期純損失（△） △547 △3,548

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,127 △3,548

当期末残高 9,675 6,127
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 該当事項はありません。  

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

  
前事業年度 

（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 商品及び製品、原材料は、先入先出法に

よる原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法)により評価してお

ります。 

（会計方針の変更）  

 たな卸資産については、従来、低価法を

採用しておりましたが、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 

企業会計基準第9号 平成18年７月５日公表

分)を当事業年度から適用し、原価法(収益

性の低下による簿価切下げの方法)に変更し

ております。 

 これにより、損益に与える影響はありま

せん。 

同左  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。  

(1）有形固定資産 

同左 

  

また、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。 

建物 ３年～38年

器具備品 ２年～20年

  

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によって

おります。  

(2）無形固定資産 

同左 
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前事業年度 

（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。   

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）返品調整引当金 

 返品による損失に備えるため、従来の

返品発生比率ならびに季節商品販売の特

性等を勘案し、当事業年度の売上高に見

込まれる返品額に対する販売利益の見積

額を計上しております。 

(2）返品調整引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当 

事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

  

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計処理の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 なお、これによる営業損失、経常損失

及び税金等調整前当期純損失に与える影

響はありません。  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に備

えるため、支給見込額の当会計期間負担

額を計上しております。 

 なお、金額の重要性を考慮し未払費用

に含めて計上しております。 

(5) 役員賞与引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建債権・債務については関連会社

との間で締結している「固定外国為替レ

ート契約」に基づき本年度の決済レート

により換算しております。 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 
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前事業年度 

（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

          

同左 

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これにより、損益に与える影響はありません。  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

（損益計算書）  

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示してお

りました「為替差益」は、営業外収益の総額の100分の10

を超え、また、当期純損失に伴い、損益に与える重要性

が増えたため区分記載しております。 

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年11月30日） 

当事業年度 
（平成22年11月30日） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもの

のほか次のものがあります。 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもの

のほか次のものがあります。 

  

買掛金 百万円 15

未払金 百万円 368

  
 ２ 偶発債務 

   債務保証 

 子会社の不動産賃貸借契約に対して債務保証をお

こなっております。 

売掛金 百万円 18

未収入金 百万円 32

買掛金 百万円 187

未払金 百万円 301

ＬＶＣ ＪＰ株式会社 百万円 16

計 百万円 16
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額 

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額 

売上原価 百万円△45 売上原価 百万円231

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

(1）給与・手当 百万円1,780

(2）臨時社員給与  879

(3）退職給付費用  76

(4）役員退職慰労引当金繰入額  8

(5）広告宣伝費  1,248

(6）減価償却費  296

(7）家賃及び賃借料  788

(8）支払手数料  1,077

(9）貸倒引当金繰入額  19

(1）給与・手当 百万円2,093

(2）臨時社員給与  254

(3）退職給付費用  51

(4）役員退職慰労引当金繰入額  5

(5）広告宣伝費  931

(6）減価償却費  315

(7）家賃及び賃借料  811

(8）支払手数料  1,276

(9）貸倒引当金繰入額  －

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 約 ％ 75

一般管理費に属する費用  約 ％ 25

販売費に属する費用 約 ％ 74

一般管理費に属する費用  約 ％ 26

※３ 関係会社に係る注記 ※３ 関係会社に係る注記 

  

  

  

  

支払ロイヤリティー 百万円1,370

ソフトウェア開発費  180

仕入高  15

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

  

支払ロイヤリティー 百万円1,041

ソフトウェア開発費等  87

仕入高  880

建物 百万円0

機械装置 百万円18

器具備品 百万円4

計 百万円22
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 前事業年度年度（自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

     

当事業年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  

前事業年度（平成21年11月30日現在） 

有価証券 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成22年11月30日現在） 

 関係会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  13,190  1,950  －  15,140

合計  13,190  1,950  －  15,140

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式  15,140  295  －  15,435

合計  15,140  295  －  15,435

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

  （ア）無形固定資産 

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①リース資産の内容 

同左  

     ソフトウェアがあります。 

  ②リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「２.固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

      

  ②リース資産の減価償却の方法 

同左   

（有価証券関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。また従業員の退職等に際して割増

退職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（退職給付関係）

  
前事業年度 

（平成21年11月30日） 

(1） 退職給付債務（百万円）  △870

(2） 年金資産（百万円）  591

(3） 未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2)  △279

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円）  18

(5） 貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4) 
 △261

(6） 退職給付引当金（百万円）  △261

  
前事業年度 

（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

退職給付費用（百万円） 

(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 
 94

(1）勤務費用（百万円）  93

(2）利息費用（百万円）  18

(3）期待運用収益（百万円）  △10

(4）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
 △6

  
前事業年度 

（平成21年11月30日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2）割引率（％）  1.7

(3）期待運用収益率（％）  2.0

(4）数理計算上の差異の処理年数（年）  5
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

たな卸資産評価損 百万円90

ソフトウェア  31

広告宣伝費用  64

未払賞与  11

退職給付引当金  106

事業税  △2

返品調整引当金  89

未確定経費  302

減損損失  6

貸倒引当金  0

繰越欠損金  466

その他  10

繰延税金資産小計  1,178

評価性引当金  △8

繰延税金資産計  1,169

たな卸資産評価損 百万円136

ソフトウェア  28

広告宣伝費用  42

未払賞与  5

退職給付引当金  80

事業税  2

返品調整引当金  159

未確定経費  285

減損損失  6

貸倒引当金  0

繰越欠損金  1,366

その他  7

繰延税金資産小計  2,122

評価性引当金  △2,122

繰延税金資産計  0

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

 住民税均等割  △3.6

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 

 △2.8

 その他  0.7

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 34.9   

法定実効税率 ％ 40.6

（調整）       

  評価性引当金  △90.2

 住民税均等割  △1.3

 その他  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
 △51.0

37

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱　（9836）　平成22年11月期決算短信

37



  

前事業年度（自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日） 

（追加情報）  

 当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用してお

ります。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。  

１.関連当事者との取引 

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．ロイヤリティーの支払条件につきましては、売上高の一定率であります。 

２．製品の取引条件は、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された総原価を基に、価格交渉の上

決定しております。 

３．ソフトウェア開発費については、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーから提示された実費価格に基づ

き決定しております。 

４．親会社であるリーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーは、過年度において連結上、債務超過の状態にあり

ます。2009年11月期末における債務超過額は、333,119千米ドルです。 

(2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその関係会社の子会社等 

（注）１．上記資金の貸付につきましては、当社及びリーバイ・ストラウス インターナショナル グループ ファイ

ナンス コーディネーション サービシーズとの貸付金契約に基づき要求払いの短期貸付であること及び貸

付金利につきましては日本での運用金利を考慮した金利であること等を条件として行っております。 

２．製品の取引条件は、上記兄弟会社から提示された総原価を基に、価格交渉の上決定しております。 

３．コンサルタント費用につきましては、リーバイ・ストラウス アジア・パシフィック ディビジョンリミテ

ッドが当社のために実施した種々のコンサルタント業務に関する費用を提示し、その内容を確認の上決定し

ております。  

  

当事業年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又は
出資金 
（千米ドル） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の関係 
  

取引の内容
取引金額 
（百万円） 科目

期末残高
（百万円）

親会社 

リーバイ・

ストラウ

ス・アン

ド・カンパ

ニー 

米国 

カリフォ

ルニア州 

サンフラ

ンシスコ

市 

 373
衣料品の

製造販売 

(被所有) 

直接 83.8

ライセンス

契約 

ソフトウェ

ア開発等及

び製品仕入 

役員の兼任 

  

  

ロイヤリティ

ーの支払い 
 1,370 未払金 314

ソフトウェア

開発費等の支

払い 

 180 未払金 53

製品の仕入  15 買掛金 15

種類 会社等の名称又
は氏名 所在地 資本金又

は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者と
の関係 
  

取引の内容
取引金額 

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

同一の

親会社

を持つ

会社 

リーバイ・ス

トラウスイン

ターナショナ

ルグループフ

ァイナンスコ

ーディネーシ

ョンサービシ

ーズ 

ベルギー 

ブリュッ

セル市 

 

百万米ドル 

157 投資・金

融 
－ 資金運用 

資金の貸付 

受取利息 

 

 

6,624

17
短期貸付金 5,176

同上 

リーバイ・ス

トラウスアジ

ア・パシフィ

ックディビジ

ョンリミテッ

ド 

シンガポ

ール 

 

千米ドル 

4 地域統括

管理業務 
－

製品仕入 

コンサルタ

ント業務等 

役員の兼任 

製品の仕入  2,300 買掛金 582

コンサルタ

ント費用等 
 542

未払金 
短期リース債務 
長期リース債務 

130

85

202
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当連結会計期間より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度については記載しておりません。  

  

前事業年度（自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日） 

該当事項はありません。  

  

当事業年度（自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

１株当たり純資産額 円 334.38

１株当たり当期純損失(△) 円 △18.93

１株当たり純資産額 円 211.74

１株当たり当期純損失(△) 円 △122.64

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成20年12月１日 
至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年11月30日） 

当期純損失(△)（百万円）  △547  △3,548

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失(△)（百万

円） 
 △547  △3,548

期中平均株式数（株）  28,938,051  28,936,732

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年12月1日 
 至 平成21年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年12月1日 
 至 平成22年11月30日） 

 平成22年１月15日開催の取締役会において、ヨーロッ

パのプレミアム商品の販売を強化するために100％の販売

子会社としてLVC JP株式会社を１円で取得することを決

議致しました。        

1.会社の名称、事業内容  

（１）名称 

 LVC JP株式会社  

（２）事業内容  

 衣料および装飾品の製造、輸出、輸入、卸売及び小売 

２.取得する株式の数および取得価額  

（１）株式数  

 １株  

（２）取得価額  

 １円 

 当事業年度末より経営合理化の一環として、一定条件

を満たす社員を対象に希望退職者を募った後、平成22年

12月より退職勧奨により人員の削減を進めております。

今後これにより、退職を決定した社員に対して退職後に

順次割増退職金を支払いますが、その影響額は１億50百

万円程度と見込まれます。   
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(1）品目別販売実績 

（2）役員の異動 

 開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

６．その他

品目 
前期 当期 

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 

メンズボトムス   千本 2,388  11,245   千本 2,198  8,793

レディースボトムス 千本 666  3,417 千本 514  2,267

メンズトップス   千枚 984  1,907   千枚 812  1,657

レディーストップス 千枚 321  523 千枚 245  436

その他 千本 15  40 千本 6  15

合計 －  17,134 －  13,169

40

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱　（9836）　平成22年11月期決算短信

40


	決算短信サマリー.pdf
	決算短信.pdf

